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おわりに
はしがき
　現在、OECDなどの国際機関による規制改革のアジェンダは杜会的規制と行
政的規制の改革に，とりわけそのなかでも規制当局の独立規制機関化，規制影
響分析（Regu1at岬Impact　Ana1ysis）の実施，規制代替策（Regu1atory　and
Non　Regu1ato町刈tematives）の採用などにその重心を移しつつある。ここで
は，そのなかでも比較的に取り組みが遅れているが，将来的には規制改革の手
段として大きな可能性を有している規制代替策に焦点を当て譲論を展開する。
　とはいえ，規制代替策は，規制改革一般において問題となるのであって，そ
のレベルで問題を取り上げると，議論は拡散し，敵漢になる。そこで，ここで
はとくに社会的規制に，しかもその特殊分野をなす環境規制に分析対象を限定
して，規制代替策の持つ可能性についてその意義と課題を考察したい。環境規
制分野は，外部不経済の問題解決を目指して多くの政策実験がなされ（経済学
と政策科学のジョイント）壷規制代替策の利用でもかなりの成果が生み出され
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て領域なのである。
本誇は，まず規制代替策の利用状況を概観し（第一章），ついで環境規制手段
の形態と穣能を探り，規制代替策の可能性について考察する（第二章）。最後
に，将来有望な規制代替策になると期待される排出権取引，とりわけ発効が間
近な国際排出権取引の意義と課題を考察し（第三章），規制代替策の応用可能性
について言及したい。
1、規制代替策の利用状況
A、規制代替策とは何か
　わが国の規制改革は，ようやくその重心を経済的規制から議論の多い社会的
規制に移しつつあり，現在，規制大国日本を改革できるかどうかの胸突き八丁
にさしかかっていると見てよい。社会的規制の改革で重要なポイントをなすの
は，規制政策を政府が公共政策の目標を達成するための政策手段の一つにすぎ
ないと見なす観点である。すなわち，規制緩和・撤廃と競争促進策との併用で
基本的に問題の解決が図れる経済的規制と異なり，この領域には，規制以外に
も，公共政策上の目標を達成する多様な手段があるという認識がきわめて重要■
になるのである。
　OECDは，公共政策における政策手段の選択が，政策手段の比較や合理的な
分析というより，公共政策の特定分野を取り囲む行政制度や文化に多分に依存
している現状に危倶を表明し，ある特定の公共政策の目標を達成する際にも，
利用可能な政策手段をすべて網羅し，効率的かつ効果的な政策手段を比較検討
する必要があると・提言している。
　従乗の規制政策に取って代わる規制代替策について見ても，政策手段は多様
であり，かつ各手段は多くの方法一例えば，効率性，政策効果，市場介入度，
説明責任の度合い，および政策コストなど一で比較評価が可能であ孔
　表ユは市場介入度に基づき政策手段のスペクトルを提示したものである。ス
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ペクトルの左側に向かって市場活用型の規制（左端には競争法の下での非規制
＝白由市場）が，また右側に向かって公的独占型の規制（右端には公的独占と
経済清動の禁止）が，描かれている。規制改革の流れは右端から左端に規制を
変更していく動きと見てよいが，その際，規制代替策には（ア）従来の規制政
策に代わる新たな規制政策と（イ）非規制的な政策手段の二つがあるごとに注
意を要する。経済的規制ではインセンテイブ規制の開発に一（ア）圭こ属する」
に重点が置か牝たが，社会的規制ではむしろ伝統的な「統制型」ないしプリン
シパル・工一ジェント型の規制とは質を異にする，文字通りの代替策の開発に
一（イ）に属する一重点が置かれなければならないのである。
　だが，これは容易ではない。規制代替策を導人するためには，従来型の規制
政策を好んで選択する行政体質の改善を含め，規制（行政）当局の制度および
　表1　規制イ尤替策のスペクトル
鏡争 独占　　　　　　芽経済済動
市場王導の解決　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　政貯ヨ≡導の解決
自南市場 一般鑑争 ㈱費者 民閏部門 妓府によ プロセス パフオー 統制 被窺制の 民閥委託 公的独占 公的独占 政府によ
政簸が規 の選択肢 の醇規 る市場イ 規制迂企 マンス規 私的独占 の法人化 る経済活
律する自 を拡げる 制（自圭 ンセンテ 桑にりス 制倣肺 動の禁止
由歳場 ための） 競亀民 イブの設 タ評価を 1二よる目
情擢跡 聞榎準〕 定㈱， 求め、費 標値の設
緬格シグ 層対効果 劃
ナル；財． が大きい
蓬権〕 繍」を追
求〕
多徽政策手段を繍することの竃味
宅劫鏡争 糊淋的 市場参如 劾率的な 基鋤譲 特鋤墓 政府がリ 高い自然 いくつか 強い国家
に向け遺 嫡報の 者の聞に 市場瞬 定はむず 準を決定 スクをと 独占度を の事桑は 独占的な
正な枠組 嚇義務 良き商慣 立のた かLい。 できる 均、重要 持りが， 競争的で 憧楮を有
みを要求 によ喧， 行が茅在 め．外部 ここでは 餅、（技 な緬値を バフオ← あ吻うる する。複
する。 惰報コス している 怪の患正 システイ 術の変化 礒俣す届 マンス基 が。麓空 籔の目標
トの最小 ならぱ， 糾汰目 ミ〃な が激しい ため高水 準を設け 産量の規 を達肌
化を通し 規割が困 漂とな 恩雛と ため）， 溝のコシ 監榎する 制は困 鮒れぽ
て市場を 難で、事 る垣 憶纐示 多くの技 トロール こと岩河 難壇引き 妨ずユ
鮒化す 桑者の合 の剰養が 触鴻 以外にほ 能であ 銭き儀絡 串産量の　止
る卓 意が重要 重要とな 鋤｛あり とん蟻 る由 をコント 繊1が魍
となると る何 うる阜 銀肢はな ロールす 鐘であ
き賄萄 い。 ることが る邊
である壇 望まし
い筥
出典：◎ECD（2C⑪／），R阜gukt⑪ry　Pdie膿s一
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文化の一大変革が不可欠な前提となるが，政治が真にリーターシップを発揮し
ないと，そうした行政改革は容易には進まないからである。加えて，未経験の，
非伝統的な政策アプローチの採択にはリスクがつきまとう。検討中の政策手段
が被規制者によく理解され，積極的に受容されるかどうか，またどの程度の政
策効果ないし実績を挙げることができるのか，規制当局には自信もデータもな
い。したがって，政策学習を積んでも，結果的にリスク回避的な行動に出，従
来型の規制に終始する可能性が大きいのである。
B．規制代替策の利用状況
　図1は，1998年のOECD・ガバナンス部局の規制能力調査のデータ・べ一
スによる社会的規制の3つの分野（環境，健康・安全・消費者保護，雇用）に
おける規制代替手段の利用状況を纏めたものである。ここからいくつかの特徴
を掴むことができる。
　　図1　主要な政策領域で用いられている代替的な政策手段（OECD28ヶ国）
　　　　　　　　　　　　　　　代替的な政策手段
　　メンバー国の数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　メンバー国の数
　　！4　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　14
　　ユ2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　12
鰯環境規制　■健康，安全性・消費者保護に関する規制　口雇用規制
出典：OECD（200！）、Re副atoryPol1cies．
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　第一に，情報キャンペーンが，使用頻度の高い，代表的な規制代替手段に
なっていることである。これは，規制に要する行政コストに比べ，この代替策
のコストが低く，費用対効果が優」れていることによる。
　第二に，代替策のうち，（イ）の類型というより，（ア）の類型のほうが多く
用いられていることである。これは，経済的な規制領域におけるインセンテイ
ブ規制の導入によるものといってよい。規制そのものを他の政策手段と替える
というより，その問題点を部分的に改善するほうが，政策リスク回避の点で優
れているからである。たが他面，こうした政策態度は，政策手段の比較評価や
柔軟な政策対応の欠如，すなわち自らの政策を型にはまった特殊な規制政策手
段を介して実施しようとする行政の硬直性と無縁ではない。
　第三に，情報キャンペーン，自主規制，規制緩和など「軽い1ighthanded」
規制を目指す政策アプローチが目立つことである。これは社会的規制の領域で
も規制緩和の流れが規制改革の基調であることを示している。最後に，補助
金・税金をはじめ，自主規制，保険スキーム，取引可能な許認可権など市場
べ一スの代替策の利用頻度はいまだ相対的に低いことである。ただし，環境分
野では，補助金・税金の利用が目立っている。また，取引可能な排出権の利用
が環境分野で突出していることからも明らかなように，この分野は「市場利用
型maエketfrien的」規制を撞進する重要な分野になってい肌実際，環境規制
当局は，規制代替手段全般の主要な利用者であるばかりか，新たな規制代替手
段の開発・実験」者であるといってよい。
C．規制代替・策についての懸念
　だが，規制代替策の利用には各界からいくつかの懸念が表明されている。消
費者団体やNGOは，白主規制や自主的な約束などの代替策はカルテルの形成
や莱界による参入障壁の設定などを容易にし，消費者利益に反するものではな
いかとの批判がなされている。代替策は，ビジネス寄りの，いわば精果的には
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規制当局の捕囚Captureを意味する「柔歎な規制オプション」にすぎない，と
いうのである。また，ビジネス界の一部も，規制代替策の導入を，新たに取引
費用を発生させるだけではないかと批判している。慣れ親しんだ既存規制の下
で享受してきた競争上の優位（一種の既得権）を喪失することを危倶するから
である。中小企業の場合には，取引費用の問題に加え，代替策の導入が大企業
の一段の優位につながることを懸念し，代替策の導入に反対する場合が多い。
　しかし，こうした懸念は規制立案プロセスの透明化（情報公開の徹底），予想
される取引費用の計測（従来型規制におけるそれとの比較），中小企業への特段
の配慮などである程度緩和できる。問題は，規制当局それ自体が代替策の効果
を必ずしも事前に予測できないため，代替策の導入に消極的になる点にある。
実際、それは，適切な競争政策を欠くと，競争を制隈・阻害する機会を提供し
かねない。規制代替策には，明確かつ詳細なデザイン，実施方法，および執行
と管理に関し，透明性と説明責任が欠かせないのである。
　2002年のOECD・ガバナンス部局の規制能力（RegulatoryCapacity）調査に
よれば，新規規制を採択する前段階に規制と規制代替手段の比較・評価を規制
当局に求める加盟諸国は着実に増えてきている。現在，全加盟国30カ国のうち
22カ国の政府が，規制当局に対し，そうした評価を「常に」ないし「ケースに
応じて」求めており，また！8カ国の政府が代替政策手段の利用に関し政策ガイ
ダンスを発行している。適正な詳細なガイダンスの策定と規制当局への比較評
価の要求は，政策立案者に自信を与えサ政策手段間の選択をより体系だったも
のとし，複合的な最適政策ミックスヘの遣を開くものと期待される。こうした一
流れが定着すればゴ規制代替手段の利用機会は益々増加するであろう。
2．環境規制と規制代替策・
A　外部不経済とコースの定理
環境問題への経済学的アプローチは，んC．ピグーによる外部不経済の分析に
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始まるといってよい。彼は，当時の英国鉄道の機関軍が沿線で火粉を撒き散ら
し毒しばしば森林火災を発生させているのを見て，次のように考えた。沿線森
林の焼失なくして鉄道運行ができないというなら，誰かがこの費角を負担しな
ければならない。だが，鉄道経営者はその費用計算に森林焼失コストを算入し
ていない。競争市場において運賃が私的限界費用で決定されているならば，社
会全体を考慮した時の限界費用（社会的限界費用）はより高くなるはずであり，
鉄道運行サービスは過剰に供給されていることになる。そして，ある経済主体
の行動が，市場取引ないし市場価格の変化を経ずに，他の経済主体の環境に直
接影響を与えることを技術的な外部性と定義し，とくに他の生産者の生産関数
や消費者の効用関数に直接影響（生産費用の増加，効用の減少）を与えるよう
な現象を外部不経済externa1diseconomyと呼んだのである（工〕。
　技術的な外都不経済にあっては，汚染物質を取り扱う市場が欠落していると
いうことが，決定的に重要な問題となる。生産の外部不経済のモデル分析には
水質汚染や煤煙の事例が参考にされることが多いが，ここではH．R、ベリアン
のモデルを紹介することで，問題の核心に迫ろう。
　漁場の上流に製鉄会杜があり，製鉄会社は，
5＝凧）
という生産関数に従い，労働（ζ）を用いて鉄を隼産している。1単位の鉄を生
産するとみ（∫）単位の廃棄物が生まれ，それは川に流される。水産会社はその河
］・沿岸の魚場でc単位の漁獲量を生むが，それは雇用労働量と水質汚染の度
合いに依存しており，それゆえ，水産会社の生産関数は，
　c；9（4，先（5））
で表される；
　いま、鉄，魚，労働の価格を力茱哩、泌とし，二つの制約条件（総雇用量は一
定；卜互占十互邊、漁獲量はr』定；g（4，あ）；τ）をつけて，二の二つの事業を含む
経済がパレート最適を達成する状態を探ると，その解は，λとμを未定乗数と
369
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する目的関数（ラグランジュ関数）
　五＝〃苫）十λ（9（い）イ）十μ（τ一、一1。）
を最大化することに帰着する。これを，みと1。に関して微分すると，
　∂〃弘一研（ブ王）／∂け枇（ブ。，乃‡）／∂か∂尻（・巾）1∂∫・∂（1＃〃∂卜μ＝0（ユ）
　∂L／∂1む＝λag（ブ亡，バ）／∂1艀一μ＝0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
となり，ここから、
洲＃、）／弘十雌（ブむ，州∂ゐ・洲・串）／∂・・∂（／二）ノ∂4＝他（ブ亡，州∂4
が導出される。λは，δを一単位増加させたときの目的関数zの増分値であり，
五の値は∫の単位で計られているので，結局λは∫の単位で計ったσの価値を
表わしている。そこで，力とσが5とむの相対価格を正しく反映した市場価格
（＝効率性価格）であるとすれば（λ＝σ／ク），上の式は，
　プ改（グ垂）／覗十グ弛（ブ。，バ）／∂か肋（3串）／∂ポ畝（／二）／弘
＝9・拒（4，み）／∂み　　　　　　　　　　　　　（3）
に帰着する。
　ところが，製鉄業者と水産会社がそれぞれ私的に最適な生産を選択する場合
には，両者は限界価値生産物が賃金（＝〃）に等しくなるように労働を雇うであ
ろうから，
　力・ザ（ム）／∂ζ＝〃およびα・∂g（1。，ゐ）／∂4＝〃
から，
　力・畝（よ、）／∂｛苛＝ザ∂g（1、，ゐ）／∂1。
となり，これはヒ式（3）の一階の条件式と乖離する。（3）の完全競争市場
の資源配分状態は明らかに社会的に見て効率的ではない。製鉄会社は，その生
産が魚場に悪影響を与えているにもかかわらず，その外部効果を無視して生産
を行っているからである・
　外部性が存在すると，プライスーテーカー（価格受容者）の利潤最大化行動
は必ずしも資源の効率的な配分をもたらさない。ではこの市場機構の欠陥を修
　370
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正するにはどのようにすればよいのであろうか。
　外部性が存在しないような状態を創り出すために，最初に思いつくのは，関
係者を一つの企業に纏め上げること，すなわち合併などにより，一つの企業が
製鉄所と魚場の両方をもつ状態を創り出すことである。この場合には，企業は
両事業の結合利潤の最大化を計らなければならず，製鉄所の活動が漁獲量に及
ぼす影響に考慮を払わざるをえない。この場合，企業は結合利潤，
　π二力・∫（ム）十q・g（み，ゐげ（4））一似一ψ　　　　　　　　　　　　　（4）
を最大化することになるが，その一階の条件式は，
ク・研（ブ、）／∂けグ∂g（グ蜆バ）ノ肋・∂ゐ（∫＃）／∂∫ガ（ブ里）／∂1、一〃＝0
　グ∂蟹（ブ、，別／∂1、一〃＝0
となり，結局（3）式と同じ緒果となる。
　しかし実際には，外部性がこうした私企業間の合併で解決されることはめっ
たにない。とりわけ異業種である場合，合併は実現可能性に乏しく，たとえ可
能であっても合併企業にx非効率を惹起しかねない（適用可能性の隈界）。加
えて，被害者が，企業ではなく，住氏である場合，合併といった解法は取りよ
うがない。
　そこで，次に考えられるのは，交渉による外部性の内部化である。以下，岸
本哲也氏のモデルに依拠し，内部で意思統一のとれた地域住民の集団が被害者
として汚染会社と交渉する事態を想定しよう。まず，汚染会社の生産において
発生する総汚染物質量を払蓼処理せず排水する汚染物質の量をゐとする。すな
わち，工場は（桃一免）分の汚染物質を処理し，またそれに処理費用∬（柘一為）
を要するものとする。処理量が増すごとに処理の困難さが増すとすれば，限界
処理費用κ（桃一み）は正で，処理量とともに増加することになる。これに対
し，住民の水質汚染による総損失額は∫（苑）で表されるとしよう。汚染排出量が
大きくなると被害の深刻さは増すので，限界損失■（み）はゐの増加関数となる。
ここで，汚染会社の生産物からその利用者が得る便益と汚染による被害は独立
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（無関係）であり、生産物については自由市場経済のバレート最適が満たされて
いると仮定しよう。そして，その生産量を50，利用者による生産物評価を
γ（50），またそのときの生産費用をC（3o）で表現しよう。すると，社会的余剰は
その社会酌便益から社」会的費用を・控除したものとなるので，
　γ（・。）一C（・。）一∬（砧一ゐ）一ノ（ゐ）　　　　　　　　　（5）
というごとになる。このうち，前2項はパレート最適になるように定．められて
いるので，（5）式の最大化問題はH（柘一ゐ）十ノ（ゐ）を最小化することによづ
て達成される。その条件は，限界処理費用と隈界損失が等しくなるとき、すな
わち，
∬’（柘一雇）＝■（庇）　　　　　　　　　　　　　（6）
である。
　図2は，これを図解したもので，横軸に汚染排出量，縦軸に処理費用と損失
額牟計られている。
　汚染排出量ゐが小さいほど，汚染処理量（伽一尻）は大きくなければならない
ので，小さなゐに対応する限界処理費用は大きく，その曲線はゐの減少関数
（右下がり）となっている。これに対し，隈。界損失曲線はゐの増加関数（右上が
り）であり章両曲線が交わる点Eのときの排出量バが社会的に見た最適汚染排
出量というごとになる。そして，このとき（柘一が）だけの排出量が処理されて
いることになる。処理量がこれより少ない（んががの右にシフトする）と，隈
界損失額が限界処理費用を上回り，社会に過重な被害負担がかかり，逆にこれ
より多い（あが〆の左にシフトする）と，隈界処理費用が限界損失額を上回り豆
今度は企業活動に過重な費用負担がかかることになる。
　この場合，〆が汚染会社と被害者集団（その代理人としての地方自治体）と
の交渉で実現するのであれば，これに要する処理費用を企業と被害者住民のい
ずれが負掴しようとパレート最適な資源配分は実現されるというのが，D．H．
コースの定理である（2j。それは，被害者権利のルールを採ろうとゴ加審者権利
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図2　最適な汚染排出量
￥
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のルールを採ろうと，所得配分の効果を無視できるならば，当事者間交渉の結
果，同一のパレート最適な解決が得られるという命題に集約され，この例では
以下のように論証される。
　汚染者権利のルールの下では、企業は排出量を自由に選ぶ権利があるのでゐ
＝柘が実現する。このとき，被害者集団は汚染排出量を一単位削減してもらえ
ば榊だけ被害を免れる。企業がそれに要する処理費用は蝸なので，企業は
それ以上の補償を被害者集団から受け取れば利潤を獲得できることになる。ゆ
えに，被害者集団がψ以上，榊以下の補償金の提供を申し込めば，交渉が成
立し，それは払からパのポイントまで続くことになる。バのポイントを超えて
排出量を減らすと限界処理費用が限界損失額より大きくなるため，企業にとっ
てそうした交渉は引き合わないのである。こうして，被害者集団が支払っても
よいと考える最大限の補償総額は螂バであり，企業が交渉を受け入れる最
低限の補償総額は蝸脇‡ということになる。
　被害者権利のルールの下では，企業は汚染を排出できないため，ゐ二0から交
渉が開始される。企業は処理量を一単位減らすことで費用0りを節約できる。
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それは損失額0Cを大きく上回るため，被害者は0C以上の補債を提示されれ
ば，排出量が一単位増加するのに同意するであろう。そして，この交渉はやは
りパのポイントに至るまで続き，補償総額は、上限0D脇‡，下限0C励幸の面積
の枠内で支払われることになる。
　コースの定理は中立的な命題であり、それへの批判はあまり意味がない。む
しろ亭問題1はこの命題の適用可能性にある。公害問題、とりわけ広域に影響を
及ぼすような大規模な公害問題（ここで清浄な大気，清らかな河川を公共財と
みなせば，汚染物質ば「負の公共財」となる）にあっては，交渉そのものが容
易ではなくなる（膨大な取引費用）。また，家計が補償額を支払う場合ラ便益
が生命・健康・快適さなど非金銭的な形をとるため（換金して支払いに当てる
ことができない），緒局それは家計の所得から捻出されざるを得ない。家計の支
払い能力に間題がある以上，公害問題にあってぱ被害者権利のルールを考慮せ
ざるをえないのである。
　外部不経済を克服するためのもう一つの方法は，政府の介入である。外部不
経済が公害問題に発展すると，当事者の数は多くなり，自発的な交渉では取引
賛用が高くつき，従来の一連の既得権が邪魔をして当事者交渉の成立は期待し
がたい。ここに政府の介入の根拠がある。その形態ないし手段は大きく見て三
つある。
B．政府の出動と政策措置
　第一に考えられる政策手段は，政府の規制であり，臨界点を超えぬよう汚染
排出量を制限・監視するいわゆる数量規制と生産過程を直接規制する二つのや
り方がある｛3〕。ここでは前者について検討しよう。最適汚染排出量がわかれば，
それ以上の排出を法律によづて禁止し，違反に対し厳しい罰則を設ければ，最
遼状態が実現されることになる。この政策手段は，それが生命や健康を重大な
危険をさらすような汚染排出を即座に抑制する場合には，実施の迅速性という
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点で大きな利点がある。有機水銀など毒性の高い有害物質の限界損失曲線は危
；0で垂直になると考えられるので，簡単に規制（最適排出量＝0）できるのあ
る。
　だが，この手法は，限界損失と限界処理費用に関する情報を政府が完全に取
得していればともかく，その情報が不完全である場合には，必ずしも適切には
実行されない。また，汚染源が一つではなく（この場合は，パ以上の排出を禁
止すればそれで足りる），複数ある場合には，各汚染源について最適排出量を探
り当てなければならない。政府は処理費用総額の最小化問題を解かなければな
らず，個別汚染源の処理費用について正しい情報を入手し，それを基礎に各汚
染源の最適排出量を計算しなければならないのである（4〕。これは膨大な情報量
を必要とし，規制の失敗を招くおそれがある。
　第二に考えられる政策手段は，補助牟・税金（ピグ←諜税）の利用である。
ここでも，規制と同様，基本的には隈界損失と限界処理費用についての，また
最適排出量についての正しい情報が必要となるが，この手法は補助金・税金な
どの価額の変化を通して，いわば企業に白主的な選択を許す市場経済の特徴を
、できるだけ残すかたちで汚染物質の排出を調整しようとしている点で，規制と
は異なる。そのもっとも簡単な形態は，汚染排出量への比例的課税，あるいは
汚染処理（削減）量への比例的補助金である。
　図3がそれらの働きを示している。
　課税の場合には，汚染排出量一単位に対して，最適排出量における限界損失
∫（パ）に等しい税金戸が課される。企業は放任されたときには伽を選択する。だ
が，一律にゴが課されるとすると，その場合には一単位排出を削減することで
（ま㌧匁β」）の利得（減税）を得る。したがって，限界処理費用πが課税金額戸
に等しくなるポイント（為由）まで排出量を削滅するのである。要するに，企莱は
排出量パを選び，税額0免慨’を支払う。
　補助金の場合は，汚染排出量の削滅一単位につきその処理努力に対してダが
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支払われることになる。ここでも伽を排出していた企業は，」単位排出を削減
することで（ま㌧蝸）の利得（補助金）を得るため，補助金と限界処理費用が等
しくなるポイント（パ）まで汚染排出量を削減することになる。政府が支払う補
助金の額は岬ガとなる。
　この手法の利点は，隈界損失と限界処理費用についての情報があればそれに
こしたことはないが，そうでなくても隈界損失さえわかれば，試行錯誤のプロ
セスを通して最適排出量を探釦できる点にある（5〕。
　しかし，この手法では税収と損失総額，補助金と処理費用総額との問に乖離
が発生する（税収〉損失総額，補助金＞処理費用総額）。これを税収と損失総額
の乖離間題に焦点を絞って検討しよう句最遼汚染排出量バを達成するときの税
率を〆とすると政府の税収は戸〆であり，これは社会的損失総額（＝瑞ア（ゐ）捌
よりも大きい。政府はすべての損失を償づて余りある税収を得ることになる。
ごこで親収が損失総額に等しくなる排出量水準を探そう。すると，それは最適
税率と税率ゼ1コの間ないし最適汚染排出量〆と最大排出量伽との間の石で実
現されることがわかる（図4の乏房で税収差0差G＝損失総額30左功むだがそこ
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図4　損失総額と税収（ファースト・ベスト）
￥
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では今度は最適汚染量よりも大きい汚染量が排出されてしまう。したがって，
税収の適正な使途が考案される場合（例えば，公害防止投資に対する税の償還）
や排出量の臨界点で税率に差をつける非線形課税率が導入される場合には〆，
〆の実現がファースト・ベストになるが，そうでない場合にはピグー的な課税
　　　　　　　　　　　　／6〕はセカンド・ベストになる。
　現在，EU諸国をはじめ多くの先進国が，汚染制御を目的にこの手法を導入
している。hわが国も，汚染排出に対し諜税・補助金方式を導入している。前者
は政府が行う汚染防止事業ないし被害者救済事業の財源を確保するための「賦
課金」として徴収され，後者は公害防止機器投資への償却上の優遇措置，低利
融資などのかたちで実行されている。だが，いずれも汚染制御を直接の目的と
しておらず，こうした間接的な手法が汚染抑制にどこまで有効に機能している
のか，疑問の残るところである。わが国の課税・補助金方式は，汚染の抑制を
直接目的としたものに再構成されるべきである。排出比例的な一律税率による
課税は実際的で，行政コストの観点からも望ましいが，上述の問題を回避する
ため差別的かつ非線形の課税方式の導入を検討すべきであろう。
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C七排出権市場の創設
　最後に考えられる政策手段は。汚染物質の排出に権利を設定し，排出権の取
引制度を創設することである。そもそも・技術的な外部不経済の発生原因は副産
物たる汚染物質を取り扱ろ市場を欠いているところにあった。製鉄会社は鉄鋼．
製晶と同時に汚染物質を生産しているのに，汚染には市場がないということ
が，外部不経済が生まれる」大原因をなしていたのである。もし汚染排出量に
価格がついていれば，製鉄会社は，魚場を合併したときと同様．に，白ずと適正
な割合で両生産物を生産するであろう。したがって。汚染排出量の市場を創設
できれば，外部不経済を解決することは可能であるし，そうなればそれは魅力
的な市場渚用型の規制代替策となる。
　こうした見地からすれば，ピグー税もラ政府が汚染物質に税という擬似価格
をつけ，汚染者が汚染物質の生産に必要な「原料（：汚染のライセンス）」を
購入する擬似市場と理解できなくもないが，ここではより直接的に汚染物質の
売買市場の形成が間題になる。とはいっても，煤煙，悪臭，騒音は，市場取引
の対象とはなりがたい形態を持っている。したがって，ストレートに市場で扱
えない。そこで，汚染物質を市場取引の対象にするために，そこに財産権（「汚
染権」ないし「排出権」）を新たに設定し，それを売買の対象とするのである。
　それでは，排出権市場において単位排出量当たりの価格はどのように決まる
のであろうか。現象的には，市場が創設されれば，市場は自動的に排出権価格
を見出し，各杜はその価格をパラメータとして汚染排出量の取引を，限界処理
費用との比較を通して，自発的に決定することになる。図5は，0Koの排出権
が発行され，その価格が0τで決定されることを示しているが，たとえ発行量
がそれを上回り（例えば，0灼．），社会的限界損失が凪Wに上昇し，排出権価格
が瓦Wに下がっても，損害を被る側が市場で排出権をκO瓦分だけ購入すれ
ば，価格は戻ることになる。すなわち，消費者はここでは汚染者の手元に渡る
排出権（量）を減らすことで，社会の汚染排出量を削減させることができるの
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図5　排出権取引市場
　杜会・の
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である。
　とはいえ，排出権の価格はなぜ0τの水準で定まるのか，その価格水準に根
拠はあるのか。この本質的な間題に答えるために，再びH．Rヴァリアンのプリ
ミティブなモデル（製鉄会社と水産会社の関係）に戻ろう。汚染が一単位滅少
することに対し水産会社が支払ってもよいと考える最大の支払意思額は，汚染
の減少によってもたらされる水産会社の利潤の限界的な増加分（二限界利潤）
である。水産会社の利潤は，その労働需要が外生的なゐに依存するため，
π（（1。（ゐ），免）で表される。したがって，ゐの変化による利潤の変化は，
∂π（／、，ゐ）／∂互。・∂1、（あ）／∂施十aπ（1、，虎）／∂苑
である。この式で，～亡はすでに水産会社の利潤を最大化する水準に調整されて
いる。したがって，包絡線の定理により，∂π（4，ゐ）／∂互、＝0となるため，上の
式は∂π（1。，苑）／肋に帰着する。そして，この評価は，汚染排出量の単位価格
を7とすれば，明らかに，
　㌘＝σ・改（主、壷ゐ）ノ∂乃
によって与えられる（7〕。要するに、損害を被る側の企業の限界価値生産物が汚
染価格の基準になるのである。
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　ただし、この解決策にあってば，市場の創設に大きな費用がかかるかもしれ
ない。まず，排出穫（量）をどの程度発行し、それを関連事業者にどのように
割り当て守配分するかが問題となる。また，消費者（団体）やNGOがこの取
引に参加するとなると葦所得再分配の問題も発生することになるむ加えて茸排
出権市場には以下のような固有な困難が付き纏う。一つは価格設定に関わる間
題（家計が加害者かつ被害者になるときの価格問題，市場支配力の問題など）
であり葦もう一っは違法販売に関わる問題である。もづとも前者の間題には
オークション方式（菖〕，後者については売り手責任制と買い手責任制を混合した
制御システムなどが開発きれており，いずれ解決は可能と恩われる。
D右各政策手段の比較
　以上。数量規制，ピグー的な税金・補助金，排出権市場の創設という三つの
アプローチを見てきた。政府の汚染対策は亨政策羊段が所得分配面に影響を及
ぼすこともあって（実際には，仮説補償原理が機能しないことによる），これま
でも多くの政策論争を生んできた。したがづて宣上の三つのアプロ］チについ
ても，それを（1）取引費用の多寡，（2）必要とされる惰報量，（3）不確実
性の下での政策機能の如何，（4）利益集団（汚染企業・産業，NGO，消費者
団体）による政治的な操作の難易さなどを墓準に比較衡量しなければならない
わけだが，いずれのアプローチにも一長一短があり，絶対評価は困難である。
各種の環境問題にそれぞれもっとも適した政策手段を適宜用いるという苧いわ
ゆるベスト・ミックスの考え方が汚染対策の一般的な解答になる。
　だが，こと「政府の失敗」を回避するという観点に立てば，（2）については，
情報量が少なくても最適規制が可能なピグ］的な課税・補助金方式と排出権取
引が望ましい政策ということになる。とりわけ排出権取引は，各経済主体の汚
染からの限界利益（限界効用）および隈界損失（限界不効用）についても、ま
た経済全体の涛染からの隈界利益（隈界効用）についても，止確な情報を必要
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としない（9〕。ここでは排出権の発行量を最適汚染量か，それを上回る任意の量、
で設定すれば，汚染者は創設された排出権市場で排出権を買い取るか，自分に
割当てられた排出権を自発的に売買することになる。基本的に最適排出量の目
安さえつけば，政府はそれほど多くの情報量を必要としないのである。汚染者
はそこでは汚染防止装置の導入など自らの汚染削滅努力によって生じる限界汚
染処理費用と排出権価格が一致するように調整するため，結果として社会的に
最適な資源配分が実現されることになる。
　（3）についても，汚染防止の社会的便益は地域によって異なり，汚染処理費
用は技術革新によって変化することを考えれば，不確実性の下では，環境政策
の柔軟かつ弾力的な政策運用が望まれる。そしてこの点でも，排出権取引は，
政府の介入度がもっとも低いため，有望な政策手段となる。また同時に，政府
の介入度が低いことは，環境規制当局が利益団体などのロビー活動でキャプ
チュアされるおそれが相対的に少ないことを，すなわちこの手段は，（4）の観
点から見ても，政治圧力から相対的に自由な優れた方法であることがわかる。
　したがって，排出権取引の間題は，（1）の取引費用（市場の創設費用）の
観点から見てどうかいうことになるが，これは排出権市場の創設スキーム，デ
ザイン，および具体的な運用方法にかかっているといってよい。欧米ではすで
に一部の大気汚染問題に排出権取引が利用されているが（例えば，米国の二酸
化硫黄規制，デンマークの二酸化炭素規制），大方の縫済学者の予想とは異な
り，市場創設にそう大きな費用はかからず，排出権市場は有効に機能している
　　　　　　（1③といってよい。
3，国際排出権取引市場
A、な・ぜ排出権取引なのか
　汚染権ないし排出権の概念は，1960年代末には，すでにJ．H．デイルズらに
よって提唱されていた。彼らは汚染物質を市場取引の対象にするため，「汚染
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権」という財産権を設定し，それを市場で売買すべきであると主張していた。
その提案によれば，政府が一定数量の汚染ライセンスを発行し，投入財として
汚染物質を必要とする企葉，もしくは生産活動に汚染排出を伴う企業はそのラ
イセンスを獲得して始めて汚染物質を排出できることになる。
　この考え方は急速に広がり，1975年には米国EPA（環境保護庁）により政策
として採用され，二酸化硫黄の排出権取引がなされるようになった。この制度
は厳しい環境アセスメント，頻繁なルール変更などのため実際には活用され
ず，企業にそれほど排出処理費用の削減をもたらさなかったが，試行錯誤の結
果，「酸性南プログラム」との関連で1990年に再編された新しい排出権取引制度
（2㎝年からはNOxも含んでいる）は軌道に乗り，大きな成果を上げている
（40％程度のコスト削減効果）。1980－90年代には，「取引可能な許認可書ない
し免許証tradab1epemits」の市場が，米国の諸州，連邦レベル，そしてOECD
諸国などで数多く設立されたが，二酸化硫黄，窒素酸化物の排出権取引はこう
した動きを代表するものといってよい。温室効果ガスについても，2000年代に
入るとデンマーク，英国で排出権取引市場が設立され，すでに市場価格で実際
に取引がなされている。
　だが，排出権取引は，国内的というより国際的な取引においてその利点をフ
ルに発揮しよう。一国の汚染排出は大気，河川，海洋などを介して他国に広が
り，いまや全世界規模で自然環境や生活環境にダメージを与えるようになって
きている。環境汚染問題は，主権国家が取り扱える範囲をはるかに超えたと
いってよい。最近のフロンガス（オゾン層の破壊），二酸化硫黄（酸性雨），二
酸化炭素の排出（地球温暖化）などはその典型であり，地球環境問題として国
連，IEA，OECDなどをはじめとした国際機関によってさまざまな対策案が検
討され，実施されつつある。
　とくに地球温暖化問題に対しては，被害が世界規模で確認されていることも
あり（南極・北極の氷河の溶解，水位の上昇と海岸線の後退ゴ世界的な天候不
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順など），1997年に京都で開催された第三回目の気侯変動枠租み条約締約国会
議（COP3）におけるいわゆる京都議定書（Kyoto　Protoco1）の締結を契機に，
温室効果ガスの国際制御システムが整備されつつある。国連の気候変動に関す
る政府間パネル（UNIPCC）は，さまざまな問題を抱えながらも（米国の批准
拒否，ロシア・東欧の参加動向，途上国の未参加など），地球規模での温暖化問
題にイニシアティブをとり，EUの実施計画にも支えられ，議定書の発効に向
け最後の努力を傾注しているところである。
　京都議定書の画期性は，環境問題への取り組みに市場原理を利用する方法を
大胆に取り入れた点にある。柔軟かつ弾力的と称されるこの京都メカニズム
は，（1）排出権取引（温室効果ガスの数値目標が設定されている付属書記載国
n一トルコを除くOECD・EU加盟国から成る一の国の間で排出権の取得およ
び移転を行うことを定めた制度），（2）共同実施（付属書記載国I一付属書記
載国Iとロシア・東欧から成る一の国同士が共同で排出削減ないし吸収増大な
どのプロジェクトを実施し，その結果生まれるであろう排出削減量ないし吸収
増加量を基礎に発行されるクレジットの一部または全部を関係国で分け合う手
法），および（3）クリーン開発メカニズム（付属書記載国Iの国が非付属国
I一途上国一の国に技術や資金を供与して排出削減ないし吸収増大などのプロ
ジェクトを実施し，その結果生まれるであろう排出削減量ないし吸収増加量を
基礎に発行されるクレジットの一部または全部を関係国で分け含う手法）とい
う3つの手法を兼備しているのである。
　こうした柔軟なメカニズムが誕生した背景には，経済のグローバル化と国連
の政府としての限界がある。換言すれば，地球環境問題は経済のグローバル化
が生み出した「影の問題」であり，排出権取引市場の設計は，国際環境間題に
対し主権国家のように規制政策をもって臨めないという国連の限界（非遵守に
対しせいぜい参加資格の剥奪，脱会を強要できるにとどまり，公権力をもって
遵守を強制できない）が生み出した新しい環境政策といってよい。
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　だが，国際的な排出権取引市場の創設については，すでに！980年代から公共
経済学者の間で議論が交わされていた。以下，PO。ヨハン！ンのモデルを紹介
しよう。
B、国際誹出権取引の。理論モデル
　いま生産に汚染排出を伴う企業があると想定し，その売上高をμ（但し，x
は産出高，ヵはその価格），生産費用をε（π）とする。また，企業はエの生産に
伴う汚染量を2に制御することが可能であり，それを適当に制御する技術もあ
るが，それを用いると汚染処理費用ゐ（2）がかかると仮定しよう。すると，利潤
式は，11＝μ一6（κ）一ゐ（2）で表わすことができるが，排出規制がなく，あっ
ても鰻昧な規制ならば，企業は排出量を一単位も処理（削減）せず，ヵ＝〆（π）
で利潤最大化を実現するであろう。
　では規制が存在するとどうなるのか。ここでは直接的規制ではなく，排出量
単位に対して一律の税金（ピグー税）が課された場合を検討してみよう。この
場合にぱ，企業の利潤式は，
n＝μ一・（π）一ゐ（・）一τ、（θ（尤）一・）
となりづ内的解を持つ場合の…階の条件は，
　カ＝6■（π）十ち〆（五）＝C’（尤）
あ’（・）㍉　　　　　　　　　　　　　　　（6）
となる。ただし，瓦は排出量一単位当たりの謀税額，2（κ）は粗排出（発生）量，
［～（五〕一2］は排出が制御されたときの純排出量である。この最適解を〆，ダと
すれば，ここでは企業はτ圭〔θ（欠｛）一2“〕のピグー税を支払いゴ税が非常に高い
場合には，排出量ゼロ（コーナー解）を目指すことになる。
　さて，これに対し，排出権取引の場合には。企業は排出権を財産権として保
有することになる。その獲得方法には，政府のグランドファザーリング（排出
実績べ一スでの排出枠の割当）などによる排出枠の割り当てを受ける場合と排
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出削滅プロジュクトの実施により排出枠をクレジット方式で入手するという二
つの方法があるが，それは一応措いて，ここでは排出権は市場で単位当たりグ
の価格で取引されると仮定しよう。この価格で，排出権への需要は，その供給
にマッチすると考えるのである。この場合，企業が削減分を取引で代替すれば，
利潤式は，
　π＝力κ一c（κ）一カ（2）一グN＋グ亙
となり、企業はその最大化を図ることになる。ただし，w＝3（尤）一2は企業が
取得しなければならない排出権（量）であり，〃は企業に最初に割当てられる
排出量である。この最遭解は，（6）とパラレルであり，企業は限界処理費用
が緋出権価格に等しくなるポイントまで排出量を削減することになるpこの最
適な排出処理レベルは〆であり，企業は価格がグの市場で工召（κヰ）一メー刃コ
の排出量を購入することに卒る。もしここで排出権の価格が非常に高ければ，
企業は初期割当量をすべて売却してしまうであろうし，逆に価格があるクリ
ティカルな水準を割れば，排出権を購入し，排出制御のための自1己努力を放棄
することになろう。ここでは最適生産量の水準ダは早排出権価格の水準に依存
することになる。（6）式のε（五申）は内生的であり，固定されず，かつ価格に影
響を与える関係にあるからであ孔
　個々の企業の行動を集計すると，排出権への純需要はゼロでなければならな
い。均衡点において，価格は，企業が正確に最初に配分された排出権割当量を
雷要するよう決定されなければならないからである。
　凧十W玄（〆，ク，｝・，」仙）二W玄一　　　　　　一　　　　　　　　　　（7）
ここで，凧は各企業に最初に割当てられた排出量の総計であり，それは発行さ
れた総排出量w童に等しい。そして，w盲（・）が純需要ということになるが，こ
こではそれはすべての経済状態での均衡価格（グ，力量・づと発行された排出棒の
企業聞分布（必）の関数として表現される。w外）は均衡、貞ではゼロでなけ牝ば
ならないが，個々の企業レベルでは純雷要は正であったり（隈界処理コストが
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排出権価格に対し高い企葉），負であったりする（限界処理コストが排出権価格
に対し低い企業）。排出権取引は，すべての企業にとってグ＝ゐ’（2）が成立する
まで続くことになる。
　規制当局は。適正な数の排出権を発行し，あとは市場の成り行きに任せれば，
企業の規制処理コストについて何’らの惰報，知識がなくても，コスト効率的な
、配分を達成できる。ピグー的な課税でも同じ均衡を達成できるが，排出権取引
がそれと決定的に異なる点は，ピグー的な課税ほどにも情報を必要としないご
とである。
　それでは，排出権が国際的に取引される場合は，どうか。まず，自国だけで
はなく他国にも被害を与えるような国際環境問題（例えば，温室効果ガスの制
御）について国際的な取り組みがなされず，ある国が他国に与える被害を無視
して行動できるような状態を想定しよう。また，汚染削減の金銭的な便益は既
知であり，国内の汚染削滅の費用・便益は，
　B［λ一召（オ）十2］一ゐ（2）
で表されるとしよう。ただし，ここで8（・）は一国の便益関数（凹状）であり，
λは汚染がない場合，当該国が有しているはずの環境の質を表す定数である。
他の記号は前と同じ意味で使用しているが，個別企業ではなく，それを集計し
た一国規模の関数である点に注意を要する。この場合，上式の使益と費用の差
は，汚染削減の国内限界便益が国内限界費用に等しくなるところで，すなわち
8’（・）＝〆（2）となるノで最大化される（図6を参照）むこれは完全な非協カ解
といってよい。なぜなら，この国は，他の国に与える損害を完全に無視して行
動しているからである。ここでの限界便益B’（・）は，汚染制御に家計が支払っ
てもよいと考えている限界支払意思額（の総額）と汚染排出量を追加一単位制
御することから生じる生産者余剰の変化分（の総額）を加算したものである。
　これに対し，外部性を国際社会のなかに内部化することによって完全な協カ
解を得ることもできる。ここでは，当該国は，汚染削減のグローバルな便益と
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図6　汚染削減の非協力解と協力解
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カ’（考）
卜3’（・）十Σ肘）
㌔別・）
メ　　　　　、～　2（工‘）
　　　　　　排出量の削減
岡内費用の差，すなわち，
B［λ1（π）十・］十軸［ん一・（五）十・／一あ（・）
を最大化するように排出量を制御・削滅することになる。ただし，尾（・）は，
汚染国が排出量を削滅することで亨ゴ困にもたらされる金銭的な便．益を表す関
数である。このモデルでは，単一の国が汚染源で，他のすべての国（ξ＝1，2，
・岬，獺）がそこから被害を受けていることになる。この最大化問題の解は，
　B’（・）十呂B！（・）＝ポ（尾）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）
となり，汚染国は汚染削減のダローバルな限界便益が圃内限界費用に等しくな
る2由で汚染削減量を決定することになる（図6を参照）。
　こうした協力解が純汚染排出量を削減」するうえで望ましいことはいうまでも
ないが［（彦（エ＃）一毫巾）＜（虐（幻一～）］，なぜ汚染国は被害国（外国人）の厚生に
配慮しなければならないのか。博愛心や利他心（慈」善）といったモラルを持ち
出さなくても，ゲームの理論がこれに答えてくれる。国と国の交流は「一回か
ぎりのゲームO附Shotga鵬」では終わらず，そうであれば友好関係を築くに
超したことはなく，わざわざ「稚復」」を鋼くような行動は極力控えるというの
が温暖化問題を含む通蘭ゲームの基本戦暗となるからである幽。
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C．模擬実験と課題一京都議定書の発効を控えて
　今春，ロシアが京都議定書を批准する姿勢を明確にし，来年からEUが排出
権市場を立ち上げる計画を発表していることから、米国の意向に関わらず，い
よいよ国際排出権市場創設に向けた準備は最終段階に入るといってよい。
　既に欧米では数多くのシミュレーションがなされている。例えば，ユーロネ
クストは14カ国，19の電力系企業が参加したGETS1（Greenhouse　gas　and
E1ectricityTradi㎎Sim山ations1）とGETS2で模擬実験を行い、制度システム
の設計，戦暗の学習とノウハウの共有，価格予測を含めそのシミュレーション
の緒果を公表している。また，OECDやIEA（国際エネルギー機関）も取引制
度の枠組みとルールに関し，模擬実験の絡果を踏まえ，多くの提言を行ってい
る。米国を含めた参加国ユ7ヶ国で試験を行ったIEAのシミュレーションによ
ればゴ参加国に配分される＾Us（初期割当量）とBAU（現行施策を継続する
場合に予想される排出量），約束期間の価格動向，取引によるコスト削滅額，取
引利用度（自助努力との比率）（隈界処理費用と＾USの単位価格との関係）
は，表2と図7のようになる。
　また，デンマークは電力分野を対象に，イギリスはエネルギー下流分野を対
象にすでに排出権取引を開始しており，国際取引市場が創設された時点で自国
市場をそれにリンクさせる体制を整えつつある。
　京都議定書に準拠すれば，参加国は，排出権を，グランドファザリングや
オークションなどに基づき最初に排出枠（量）の割り当てを受けることで，ま
た共同実施で行う温室効果ガスの削減ないし吸収増プロジェクトを通して分
与・移転されるクレジットを獲得することで，さらには非加盟国での土地利
用・緑化プロジェクトなどを通してグリーン開発メカニズム（CDM）により発
行されるクレジットの獲得するごとで，入手することになる。いわば，キャッ
プ・アンド・トレード方式（総排出量を設定したうえで個々の参加国（者）に
排出枠を配分（交付）し，相互に取引させる方式）とべ一スライン・アンド・
　。388
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表2
（凱〕
シミュレーションの講結果
シミュレーションの参加者
Labe1 SimωatedComtryLabel SimulatedCountry
AU オーストラリア（gOVerl〕ment）FRAフランス
AUSユオーストラリア（privateSectOエ）H Nハンガリー
AUS2オーストラリア（privateSeCtOr）ITA イタリー
AUS3オーストラリア（priv誠eSeCtOr）JAP 日本
AUTオーストリア　　ー NET才ランダ
CANカナダ（90Ver㎜ent） POL ポーランド
CAN！カナダ（PrivateSeCtO工）RU イギリス
CAN2カナダ（90vemmentPartiCipantRUS ロシア
aSPriVateSeCtOr） SWI スイス
DANデンマーク TCHチエコDEUドイツ CDMCDMプロジェクトを討画してEUA米園 いるIEA参加国
EIT EIT（ブルガリァ，ルーマニア，REU
スロヴァキア，スロヴユニア，ウ
肥U（ベルギー，ギリシャ，ア
クライナ）
イルランド，ルクセンブルグ，
拘レトガル，スペイン）
出典：0ECD（ユ3）
　　　lb）初期割当量（鮎）と現行施策が継続される場合の排出量（BAU）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．単伎：Mtc
鮎 BAU増加比率 組 BAU増加比率
AUS 96，8 138．2 43％F跳 515，9 610．6 ユ8％
AUS1 ！35．6 ！85，0 36％HON 87，3 884 ！、3％
AUS2 58、ユ 77．2 33％ITA 520．4 650．2 25％
AUS3 96．8 118，0 22％JAP ！36！，O ユ774．8 30％
AUT 74，9 97，4 30％NET 206．7 289，9 40％
CAN 317，8 395，9 2脇 PQL 575，6 536．9 一6．7％
CAN」！ 120，6 169．9 411％RU 698．5 860，8 23％
CAN2 ユ09，6 166．4 52％RUS 3257．4 2324．3 一29％
DAN 57 89，！ 56％SWI 55，5 67．！ 21％
DEU 1057312793 2ユ％TCH ユ77，9 ！73，4 一獺％
EUA 6ユ80，4 89，94，7 45％CD．M NA ， ，En ユ238，0 ！00．7 一！9％ REU 73！，7 905，5 24％
TQtal　17，730，8　　20，993，？　　！896
艶典二0厘CD｛ユ3）
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図7　シミュレーションの諸結果
　　（a）価格変動の」動き
」麗鐵　　　叶’
2000～　　2004～　　　2008　　　2009　　　2010
　2003　　2007
出奥：0ECD（13）　　　　　　　敢引期間
　　　　　　（b〕排出権取得によるコスト削滅
20ユ2　　　　20工3
　40％
　20％
一20％’
一40％
一60％
一80％　　〆“♂ザゲ李評砂伸ザや争争争令膏べ“
　　　　　　　　　　シミュレーション地域
　　　　麗取引による削減分■バンキング費用を除いたゴスト削減分
出典：OECD（13）
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1C）排出目標債の達成方法
73
ユ25％
100％
75％
50％
25％
0％
Aus　Aut　Can　Dan　Deu　EITEUAFra　Hgn工ta　Jap　Net　Po1REU　RU艮us　Sw1Tch
出典＝CECD（13〕
　　　シミュレーション地域
1国内での削滅　鰯鮎Uの購入
クレジット方式（プロジュクトを実施しない場合をべ一スにその実施によって
得られた削減量をクレジットとして認定し，排出枠を提供する方式）が採られ
ているのである。
　だが，シミユレーションの結果，排出棒取引にいくつかの懸念材料があるこ
とが指摘されている。ビジネス実務上の問題（排出目録などの適格性に関わる
問題，排出枠の保有・移動をチェックするトラッキング問題）は経験を積み，
商慣行が形成されれば自ずと解決されるであろうが，取引制皮およびルールに
関してはいまだ議論の余地があり，我が国も参加国として積極的に発言してい
く必要がある㊤
　制度上の問題としては，排出権市場をあくまでも国内措置を補完するものと
して位置づけるのか（EU），国内措置と排出権取引を均衡させる機能を重視し，
いわば独立性の高い市場として位置づけるのか（米国，11本などのアンブレ
39！
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ラ・グループ）で基本的な対立がある。これについては早期の解決は期しがた
いが、将来の市場の発展動向が回答を与えてくれよう。また、トラブルが発生
した際，売り手責任制度に立脚するのか箏買い手責任制度に立脚するのかも大
きな間題となる。これは。外部性の問題における被害者権利か，加害者権利か
という問題が取引レベルに転移されたものといってよい。因みに，OECDは両
原理をミヅクスした責佳制度を提噌しているが，提案はいまだ具体性に欠けて
いる。
　取引ルールの間題としては、過剰な売りoverse11ingが頻発するのではない
かと懸念されている。これは，いわゆるホット・エアの間題一経済活動の低迷
に伴いC02排出量が減少するが、そのために余る排出枠の大量取引がそれを購
入する国の排出削減努力ないしインセンティブを削がないかという間題一とも’
関係する問題であり，売り手（ロシア，東欧）の過剰な売りをチェックし防止
する有効な制度措置が講じられない場合，価格形成にも大きな影響を与える間
題となる。また，ルールに違反し，排出量が過剰に取引さ牝ることもありうる。
しかし，市場経済移行国（EITs）の最近の経済動向を見る限り，EUへの加盟
などで経済が発展しており，必ずしも彼らに大きなホット・エアが生まれる状
況にはない。また違法取引は，取引ログの厳密な運営である程度抑制できるは
ずである。取引ルールに関しては，買い手，売り手の市場支配力をチェックで
きるかどうかも懸念されている。だが，この問題も，多くの民間企業がこの取
引制度に参加し，ボーダーレスな取引を自発的に行うようになれば。国際的な
競争法・政策を整傭することによって基本的に解決できるであろう。
　現時点では，（ア）制度が複雑になりすぎる傾向があること，（イ）取引ルー
ルの遵守が訴訟手続きなどを含め必ずしも制度的に担保されていないこと，
（ウ）登録簿の作成や償却・取消口座の管理に要する費用，検証や認証に要する
費用，および取引ログやシンク（吸収源），マッチング（排出量と排出枠の照含）
の計算，モニタリングなど国レベルと国際機関レベルの両方で取引費用が予想
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以上に大きくなる可能性があること，この3点をどのように解決するかが市場
創設のための最重要な課題となっているといえよう。
おわりに
　以上，環境規制において排出権取引市場の創設（規制代替策の利用）が，有
望な政策手段として台頭し，実施段階に入っていることを見てきたガ今後，グ
ローバル化が，経済・環境分野からさまざまな社会分野（医療，福祉，教育・
文化，農業・農村などの分野）に波及していくと，それに対応して従来の規制
政策を補完する，もしくはそれに取って代わる排出権取引のような市場活用型
の代替策が数多く登場することになるであろう。許認可やライセンスをめぐる
市場が杜会的規制の領域（とりわけ外部性を有する環境，農業，およ一び医療な
どの分野）でどの程度成立するか，予想するのは困難であるが，国際排出権取
引の成否は，今後の規制代替策の発展を左右する重要な試金石として位置づけ
ることができる。
　間題は，規制代替策の試みが我が国ではかなり遅れているヒとである。規制
改革特区は，見方によっては中央レベルで進展しない規制代替策を地方が導入
できる絶好の機会といえなくもないが，これは実験緕果がでるまで時問がかか
るし，たとえ成功しても全国規模に広げるには多大の努力を要する。中央省庁
そのものが，規制代替策の導入を本格的に検討すべき時期が来ているといえよ
う。
注
ω　こうした技術的な外部性以外にも，金銭的な外部性が宥在し苛太型量販店の進出に伴う地元商店
　街の不振といったかたちで「金銭的な外部不経済」も起こりうる蜆だが，この場合にば，イノベー
　ションや消費著の暗好の褒化などにより所得分醐こ変化カ唯じるだけで，技術的な外都不経済のよ
　うに資源配分上の芽効率は発生しない但長期的には市場機鷲はこうした壷銭的な外部経済を価措変
　動のプロセスを通して調整するといりてよいρまた，外部伽二は生産の外部笹だけではなく。消費
　の外部鶯（デモンストレHション効果，バンドワゴン効果，スノソプ効果など）もあるが。環境聞
　．題を扱うここでは取一り上げない蜆
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〔2〕当事者闘交捗の実際例（被害者団体に代わり自治体が企業と交渉するケースが多い〕として，公
　害防止協定をあげるごとができる。ここでは加害者権利のルールと稜害者権利のルールが混合され
　たかたちで協定が結ぱれている・また。二〔場立地の前段階になされる環境アセスメントが当事者の
　間での協定の成立に貢献している耐
　　交渉が纏まらないときには、被害者ば，自らが被る損失に関し，加害者に損害賠債を求め，裁判
　所に訴訟を起ごすか，さも壷ければ加害着の汚染行為の制隈机、し中止を求める差止請求を求める
　ことになる。こうした裁判による調整は箏「公害の私法的な救済」と呼ばれ，後述する「公客の公
　法的救済」とは区別されている。わが国の損害賠償訴訟は生命・健康に関わる被害については徐々
　に「無過失責任制」（故意，過失，または不当行為の立証を必要とせずに損書賠償を認める）にシ
　フトしつつあるが，一般に「受忍限度論」（受忍限度を超えると恩われる被害に賠償請求を認めると
　いう考え剤こ立っており，経済挙でいえば社会酌便益と被害総額の比較衡量で決定されるごとにな
　る〕を規準に判決が下されている直他方、差止講求は，企業の白由活動を縛るという意味で，審養
　が厳しく，「公共性」やr公益性」が主張される新幹線，空港建設などの政府プロジェクトではほ
　とんど認められていない・
13〕わが国の公害規制もこの二つのタイプの規制方式を採用している。総排出汚染量から逆算して個
　別汚染源の排出量を定めるr総量規制」方式，濃度でチェックする「濃度規制」がその代表酌な規
　制手法である。しかし、前着については言干算の厳密性などで，後者については意図的な大量排出に
　よる濃度の操作可能億などで批判が寄せられている。ただし，地方レベルでは，空き缶条例（デポ
　ジット方式）のような市場活周型の，ピグー課税の応用例も実施されている。なお．デポジット方
　式とは，容器入り飲料の販売に際し一預かり金を基本価格に止乗せして販売するように関連販売業
　着に義務づけ，消費者が一定の収集場所に返還すれば預かり金を返却するが，そうでなけれぱデポ
　ジットを返却せず，実質的に遺棄行為に対する課税と見なす方式を指す。
（垂〕汚染源が複数ある場含の解を解くと，それぞれの汚染源に関する限界処理費用は等しいという隈
　界処理費用の均等化が帰緒する。例えば，二つの汚染源を持つ企業の処理費用関数をそれぞれ
　研（伽一免1j，助（伽一免！）とすると，最適解は，
　　m㎞刷仏1一免1）十〃砧一免。）
　　S，t、　危1＋伽＝五
　で得られ，その解は，
　　κ（払1一血二）＝κ（伽一仏）
　となる。
（5）ある任意の税率（補助率）ちを選びブ■（ゐ）＝f1を満たす排出量乃をゐ］とする。このあの下で汚
　染者が選ぶ排出量伽を観察すると，伽〈伽であり，税率（補助率）が低すぎることがわかる。逆
　に，バあ）［ちを満たすあをあエとし。その下で汚染者が選ぶ俳出量伽を観察すると此1＞ゐ2である
　ことがわかり，税率が高すぎることがわかる（図8を参照）。
　　すなわち、〆より低い税率（この場含、ま1）が課されると松＜払が導かれ，〆より高い税率（こ
　の場合、ろ）が課されると石1＞瓦が導かれるのであって，限界費用を基準に。二つの排出量が等
　しくなるような税率（あ1＝私、房1＝石班）を求めればそれが最適税率（補助率）になるのである。
16〕ここでは排出量の調整は汚染物質の処理によってのみ行われると前提しているが，実際には操業
　度を下げることで汚染発生量を削減することもできる。γ（5）を，各家計が汚染企業の生産物に与え
　る評価を総計した，いわゆる家計の総評価額とする。生産物価格をタとすると，
　　力＝γ（∫）
　は，隈界評価価額が市場限界価格に等しく設定されることを意味するので、この生産物の前場需要
　関数を与えて＜れる。それゆえ，γ（∫〕はこの需要曲線の下の面積に等しいことになる。ここで∫の
　生産と同時に免（5）の汚質物質が排出されると仮定すると、社会的余剰はγ（∫〕一C（∫）一〃（免（∫））一
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図8　試行錯誤と最適税率（補助率）
￥
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図9　市場均衡とパレート最」適
￥
γ4（s）
　　　　　　　　α（5）十∫’ψ（5））血’（5）
　　　　　　　　一C’（s）十ゼあ’（5）
．一、・二71　　　　　　　c’（∫）
・工
5　　50
あ）一∫（為〕となり，その最大化を図ると．免とSに関するL」階の条作は，それぞれκ（迄（5）一免）三
1（ゐ）とγ（＄）＝c卓（s〕キ冴ヰ（あ（5）〕F免）ポ（3）となる萌したがって，ここから
　γ（5）一α（5）十■（ゐ（s）〕パ（3）
が偏繕する邊これは，欝葵曲線と社会的隈界費用曲線の交点でパレート最適が達成されることを意
味している。
　企業の汚染排出が放仔されれば麩私的限界曲線σ（s〕が供給曲線になり，それと需要曲線の交点
で市場均衡が達成される（生産量5o，汚染排出量剛∫竈））蓼図9から明らかのように，このとき，
　あ（5o〕＞苑（5’）
であるから、最遁汚染排出量は自由放任の場合の排出量より小さい（白由市場の隈界）島
　譲税によるパレート最遼は，企業カ｛緋出に税を支払った後に事菱る，いわゆる税引き後刷潤〔π＝
加一C（5ト別鬼（∫））一苑〕一刎の最大化問題として解くことができる冒これを3と尭で煽徴分し，
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　それをOと置くと，
　　力三σ（s〕斗κ（乃（∫）〕一ゐ）パ（5）
　　κ（ゐ（∫〕一血）自f
　が得られ、課税すると，課税されない場合に比ぺ，供給曲隷がκ（此（s）〕一ゐ）パないしまポ（5）分だ
　け上方にシフトすることがわかる右課税後の市場均衡は需要曲隷とシプトした僕給曲艦の交点にお
　いて得られ，そこではゴγ（j）昌σ（5）十κ（苫）が成立している・政府は税率fを操作することに丑づ
　て供給曲練の位壱を変えることができるので，両曲線が∫＝ゴにおいて交わるように，供給曲線の
　位置を上方に移動させればよい。これは㌻課税後の市場均衡の条件と先のパレート最適の条件が一
　致する
　　パ雇（5）〃（8）＝オポ（s〕
　となるとき，ずなわち、政府が観率を亨
　　トオ㌧バ別官∫伽8｛）〕
　と定めるときに実現する。緒局，税率は、生産調整がある場合にも。それがない湯含と同様，最適
　汚染排出量における限界損失に等しく設定されることになる。企業は政府が設定する税率に対旛し
　て生産調整を行うが．その緒果供給曲線は図9の点線で掻かれた社会的な僕給曲線σ（∫〕十鮒（3〕
　）となり、そこでバレート最適が実現するのである。
（？）ごのとき士製鉄会社の利潤最大化間題は，
　　血泌ク1ア（∫茗〕十励げ（1ヨ））一砿
　で表現され，この一階の条件は、
　　力・改（1畠‘）／a1主十グ洲∫｝）ノaポ洲苫．）ノa1岳一ω嘗0
　となる。この戸に本文のπの関係式を代入する，この式ば社会的効率性のための一一・階の条件式一
　（3）式一と等しくなるo
（8j最適排出量がわかっているときには，汚染排出権を競売することによっでゲを各汚染源に割当て
　る方法がある。政府が汚染量」単位を排出する権利に対して予め基準価格をつけて売りに出し，各
　汚染考による需要量の合計がゐ．になるような価格を見つけ出し，その下で各汚桑源に汚染排出量を
　割当てればよいのである。各汚染者は封競争入札になれば，排出権価格と限界処理賓用が等しくな
　るように権利の需要量を決めるので、緒局すべての汚染源の隈界処理費用が共通の価格を通して等
　しくなり，処理費用総額が最小化されることになる。
19〕柴田弘文・愛子「公共経済学」は，惰報の問題を表3のように纏めている。汚染ライセンスでは
　全関違惰報が「不要」といった不正確な整理もあるが，墓本ほ押さえられている。
　　情報の問題でもっとも重要なポイントは，適切な規制メニェーを提示しない単なる排出権の割当
　や一律ビグー的な課税では，企業は正しい費用関数を表明せず，逆選択の間題が発生することであ
　る。正クウェレルに従えば，企業は，排出権の割当に際しては，排出権価格の低下により削滅賓用
　の抑制が可能となるため，できるだけ排出権の発行量を増やそうとし。また課税される場合には，
　生産活動を阻害されないようできるだけ税率を引き下げようとする。そのため，前者にあっては汚
　染処理の限界費用を実際より高く，また後者にあっては実際より低く申請しようとするインセン
　テイプを有する。費用の過大申告→排出権の過剰発行（割当〕，費用の過小申告→税率の倭小化とい
　う間題は，規制当局が独自の観察と査定により事前に全体の排出水準および排出削減水準を決定で
　きれば，また個々の経済主体に対し事後に適切な罰則を科すことができれば，防止できる。だが，
　情報の非対称性の下では，その実行可能性は薄い。これを解決するには，規制，ピグー的な課税，
　排出権取引を併用するような政策のベスト・ミックスが，またメニュー型規制の提示が欠かせない
　のである。
⑩　ユ990年の大気浄化改正法に墓づく2酸化硫黄排出抑制のための緋出権取引は、キャッブ・アン
　ド・トレード方式で導入されたが，政策目標（15年問で50％の削減）の実現に寄与した点で「大き
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表3　汚染の社会的最適制御のため政策当局にとって必要な情報
情報の種類 各外部性発生者の 経済全体の汚染を 経済全体の汚染か
汚染からの隈界利 伴う活動からの限 らの限界損失また
益またま効用につ 界利益または効用 は不効用について
規制手疑 いての情報 についての情報 の憤報
数量規制 要 要 要
ピグー剃ピグー的補助金） 不要 要 要
汚染ライセンス 不要 不要 不要（要？一筆者）
出典1柴田弘文・愛子く6〕
　な成功」であったと評価されている工OECD（13）］。なお，Pジョスコウらの論文も参照せよ。
⑪　K　G，メ←ラーは，欧州の硫黄酸化物と酸性雨の問題を取り上げ，これを協カゲームで解いてい
　る。ここでは，欧州諾国同土が相亙に外部不経済をもたらしあう関係にあるが，関係国は気流の関
　係により風上や風下に位置することになるので，被害状況は対称豹ではない。そこで．ある圃が純
　被害国になる可能性が間題となゐが，そ牝は気流の搬送モデルを照いることで示すことができる。
　すなわち，i国で排出される酸化硫黄物1トンがゴ国に堆積される量は係数切咀を持つマトリクス4
　で示すことができる唖
　　メーラ←は、ある国において排出削減費用関数と損失関数が正確にわかっており，その国の関係
　企業が圃際的に制約されず合麗舳二行動できる箏態を想定し，まずナソシュ非鰯カ均衡，
　　κ（亀ト伽夙（ω
　を求め乱ただし呈島は掴における酸化硫責物の誹幽量，κは｛国の国内限界削滅コスト，Qはま
　国におけるその堆積量であり（Q二㍉卯j），そして凪は酸化硫黄物の追如堆穫から生じるε因の隈
　界損失コストである。ついで呈欧州講国が協調し，すべての因にとって純利得の総額が最大化され
　るような集団的かつ合理的な協カ解，
　　州島トΣ、邊理州Q）∀1
　を求め，爾者を比較する竈すると，協カ解の条件式から，各国の，この場合は順の隈界削減コス
　トは，駿化硫糞物の排出によって影響を受けるすべての国にとっての隈界損失に等しくなる鉋
　　メ←ラHは，このモアルの数量分析を鑓示するため呈欧州環境監撹・評価計圃（E岨gpeanMo口：一
　t⑪ring　andEva1蝸tio口Prog胴m）からマトリソクスを借り，1980－85年の欧州酸化硫糞物の雛出目
　録を基撰1にマトりクスを評価し，またウイ←ンにある応用システム分析研究研」（工［ASA）によって
　測定され梢臓コスト関数を利用することで，1984年をナソシュ均衡の墓準年とし，協カ解から得
　られる純便益を算定している。その上で，連合の形成からもたらされる純便益を討算し，欧州諸国
　はフリー・ライダーになるより，酸性爾間題に関し運合を形或したほうが有利であることを説いて
　いる睡
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